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（令和５年７月１日現在）

百万円 結城看護専門学校の運営による看護師の養成及び県西地域における看護職員資質向上のための研修会開催

百万円

百万円

看護師の養成等 127

百万円 うち県出捐金

230 百万円 23.0 ％

筑西広域市町村圏事務組合 20 百万円 2.0 ％

百万円 0.0 ％

百万円 0.0

1

基本財産

5

75.0 ％

出　捐　者　名 出 捐 額 出捐比率

茨城県 750 百万円 75.0 ％

％

3

2 結城市

【公益法人等会計用】

4

団体
番号

7

設
立
目
的

主
た
る

業
　
務

主
た
る
事
業

地域医療のために必要な看護職員の養成確保と資質の向上を図り、もって公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。

県西地域の看護師養成確保を目的とした結城看護専門学校の運営及び地域の看護職員の資質向上のための研修を行う。

事業名 令和５年度事業費 事　業　内　容

750 百万円 出捐比率1,000

主
な
出
捐
者

出捐順位

設立年月日

所在地

団体名

平成３年６月11日

結城市大字結城1211-7

出資団体の業務・運営等の現状と課題

所管部課

代表者 理事長　小野寺　俊

保健医療部医療局医療人材課

公益財団法人茨城県看護教育財団
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県派遣県ＯＢ

11 4 1

10 4 0

県派遣県ＯＢ
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0 0

看護師等養成所運営費補助金
学習環境整備費補助金（H28～）
私立専門学校授業料等減免費交付金（R2～）

0

0 0 0
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損失補償・債務保証残高 0 0 0

補
助
金
等
の
内
容

補助金

委託料

指定管理料

貸付金 該当なし

該当なし

看護職員再就業支援事業委託料（～H27）

貸付金（実行額）
実行額 0 0 0 0

残　高 0 0 0

計 19 5 0

委　託　料 14 20 0

補　助　金 18 18 21

財政的関与の割合 23.7 26.6 18.3

16 5
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正味財産期末残高 ⑪
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0

0
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改善の余地あり 改善の余地あり 改善の余地あり 改善の余地あり 改善の余地あり 改善の余地あり

経営
評価

評価対象年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
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平成26年県出資団体等調査特別委員会の提言に対する取組状況

取組状況提言の内容

○本県の10万人当たりの看護職員数は、平成24年末で974.3人、全国42位と
低い水準にある。このため、看護職員の一層の養成及び定着が必要であり、
本団体は、看護専門学校の運営において、さらに質の高い人材養成を進める
べき。

○養成した人材が県内に定着しているか、卒業数年後の転出状況も含めて調
査すべき。

〇看護職員の養成のため、ゼミや特別講義、模擬試験などきめ細かな学習
支援に取り組んでおり、看護師の国家試験においては、高い合格率を維持
している。
（参考）国家試験合格率　　※R4年度平均：94.3％

○「茨城県看護師等修学資金」等の活用により、毎年度40人程度の卒業生
のうち、約９割が県内に就業している。

なお、就業５年後の時点で引き続き県内に就業しているのは、少なくと
も６割程度となっている。（令和３年度調査時点）
（参考）県内就業率の推移　※R4年度平均（県全体）：78.2％
　

令和３年度決算に係る経営評価結果

総合的所見 対応

○法人は、設立目的に沿って地域医療に貢献し、コロナ禍にあっても経営上
の基本指針となる運営改善アクションプランを改定するなど、計画的な財団
運営に努めている。

一方、常勤職員12人（令和３年度末現在）のうち、５人が県派遣職員であ
り、依然として県への人的依存度が高い状況が続いていることから、法人運
営の自立性を高めるため、引き続き人材確保に努められたい。

○平成28年度から続く赤字解消に向けて、令和４年度から入学金と授業料の
値上げを実施しているところであるが、収支の改善には令和６年度まで要す
る見込みであることから、教育環境等の充実による学生の確保及び需用費等
の経費削減を図り、効率的な運営と財政基盤の安定に努められたい。

○引き続き、看護職員の研修等公益性の高い事業に力を入れ、地域医療が抱
える課題解決に向けて、更なる事業の推進に努められたい。

○県所管課及び法人は、令和３年度に改定した「運営改善アクションプラ
ン」について、進捗管理とその実効性の検証を行うとともに、周辺自治体や
地域医療機関と連携し、法人運営の自立化・安定化を図られたい。

○専任教員の確保については、本年度も近隣病院に対する教員派遣要請等
を実施したところであるが、引き続き県への人的依存度の改善を図る必要
があることから、継続的な教員派遣を実現するための計画策定や学校ＯＢ
等のネットワークを活用した人材確保策の検討・実施に努めるよう指導し
ていく。

○また、財政基盤の安定化に向けては、授業料等の値上げにより、令和６
年度には黒字に転じる見込みとなっているが、財団の効率的かつ安定的な
運営に資するため、引き続き需用費の抑制による経費削減に取り組むほ
か、継続的な高校訪問や多様な入学試験、教育環境を向上させるために必
要な施設整備等を実施し、定員の確保に努めるよう指導していく。

○さらに、公益性の高い研修事業についても、地域看護職員の質の向上を
図るため、引き続き開催するよう指導していく。

○「運営改善アクションプラン（令和４年度～令和８年度）」について
は、数値目標等の進捗管理を行うほか、外部委員を交えた委員会において
プランの実効性を検証することにより、計画の着実な実施に努めるととも
に、法人運営の自立化・安定化を進めてまいりたい。

年度 H30 R1 R2 R3 R4
合格率 97.1% 97.4% 100% 100% 100%

年度 H30 R1 R2 R3 R4
県内就業率 88.9% 94.7% 94.7% 92.7% 97.1%
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課題及び今後の対応

○入学者については、令和３年度までは入学定員を確保していたが、少子化
や学生の大学志向等の影響により、令和５年度の入学者が大きく定員割れと
なった。
（参考）入学者数の推移　＜入学定員：40人＞

○教員については、県西地域では看護教員の資格を有する者が限られている
ことから、財団独自での教員の採用に苦慮しており、県、市及び病院からの
派遣教員により運営しているところである。県への人的依存率を改善するた
め、近隣病院等への教員の派遣要請を行い、人材確保に努める必要がある。

○従来の学生確保の取組(高校訪問)を見直し、学生・保護者に学校の魅力
を直接訴求できる新たな取組を実施していく。具体的には、公開授業・保
護者向け説明会等の実施、ｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽや入試時期の前倒し、社会人学生の
確保のための施設訪問を実施することしている。

○近隣病院等に対して継続的に派遣要請を行った結果、新たな派遣元病院
からの教員派遣の実現につながり、少なくとも令和６年度までの専任教員
の確保は一定の目途が立っている状況である。今後は、病院からの教員派
遣を中長期的かつ安定的に実現させるため、年度内に関係者と協議のうえ
「教員派遣計画」を作成予定である。

今後の対応課　　題

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5
入学者数 41人 40人 41人 41人 39人 33人
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改革工程表２（年度別実行計画）

改革方針
【１　財団のあり方の検討】

【２　学生定員の確保】 　 　 　 　

【３　財政状況の安定、自主財源比率の向上】

【４　看護教員の確保】

　 　 　 　 　

公益財団法人
茨城県看護教育財団

理事長　小林　栄

保健医療部医療局医療人材課

保健医療部長、医療人材課長、総
務部長、出資団体指導監

〇安定的な収入の確保
　・自主財源率（（経常収益計－受取補助
　　金等振替額－（補助金収益計－高等
　　教育の修学支援新制度授業料減免
　　交付金））/（経常収益計－受取補助
　　金等振替額））の維持
　・事業の効率化による需用費の縮減

団体(会計)名及
び部局・課名

改革遂行責任者

令和４年度 令和５年度 令和８年度

〇アクションプランに基づく運営改善

〇アクションプランの評価検証
　と新プランの策定

〇公益的事業の実施

〇学生募集活動の強化
　・学校訪問の強化
　・市広報紙の活用強化、ホームページ充実、
　 オープンキャンパスの充実等積極的なＰＲ
　・校章の活用、ポスター、パンフレットの改善
　 など学校イメージアップの取組
　・インターネットを活用した学校紹介

〇専任教員の確保
　・きめの細かい教育の実現

〇質の高い看護師の養成
　・看護師国家試験合格率（新卒者）

令和６年度 令和７年度

[170名参加]

[39名入学/40名定員]

[自主財源率80.4%]

[専任教員２名（維持）］

[R3年度比30.2%増]
<R3年度実績：6,505千円>
[R4年度実績：8,468千円]

[合格率100%(県平均94.3%)]

アクションプラン(５カ年計画)の実施(R4～8年度)

地域看護職員向けの研修の実施（70名以上の参加）

アクションプランに基づく入学定員の安定的確保策強化（R4～8年度）

自主財源率75％を維持

需用費の抑制（令和３年度実績以下）

財団採用の専任教員１名以上の確保と維持

当該年度の県平均以上を維持

・現行アクションプランの評価

・新アクションプランの策定
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改革方針
【５　施設設備の老朽化対策】

【６　進行管理の公表】

　※注                    は対応時期(◆)が明確な事項を表示 は改革期間及び推進事項を表示

　県議会への報告とホームページによ
る公表

令和８年度

　
   施設設備の適切な管理と計画的な
修繕の実施

[R4.6月　県議会報告]

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

[R4.6月　ホームページ公表]

[多目的室改修工事]
[衛生設備改修工事]

[排煙窓オペレーター修繕工事]

施設設備の点検と計画的な修繕

毎年度の進行管理の結果を県議会に報告するとともに、ホームページ等で公表
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